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1. ｢独占禁止法｣改正 1 
 全国人民代表大会常務委員会、2022 年 6 月 24 日公布、2022 年 8 月 1 日施行、法律 
 
 現行｢独占禁止法｣(以下｢現行独禁法｣という。)は、2008 年 8 月 1 日に施行され、現時点で既に 14 年近くになった。その

うち、一部の条項及び制度の仕組みは、既に時代の変化に完全に適応することができなくなっている。かかる背景のもと、

全国人民代表大会常務委員会は、2022 年 6 月 24 日に｢『中華人民共和国独占禁止法』の改正に関する決定｣を採択し

た。改正後の｢独占禁止法｣(以下｢新独禁法｣という。)は、2022 年 8 月 1 日から施行される。これは、現行独禁法が 2008
年に施行されて以来初めての改正である。 
 また、今回の改正に伴い、国家市場監督管理総局は、2022 年 6 月 27 日から下表記載の No.1～6 の付属法令の意見

募集稿を公示している。意見募集期間は、いずれも 2022 年 7 月 27 日までとなっている。 
 

No. 独占禁止法付属法令及びその意見募集稿 

1 
｢独占合意禁止規定(意見募集稿)｣ 
対応する現行法令：｢独占合意禁止暫定試行規定｣2 

2 
｢市場支配的地位濫用行為禁止規定(意見募集稿)｣ 
対応する現行法令：｢市場支配的地位濫用行為禁止暫定試行規定｣3 

3 
｢知的財産権の濫用による競争行為の排除、制限の禁止規定(意見募集稿)｣ 
対応する現行法令：｢知的財産権の濫用による競争行為の排除、制限の禁止に関する規定｣4 

4 
｢事業者結合審査規定｣(意見募集稿)｣ 
対応する現行法令：｢事業者結合審査暫定試行規定｣5 

5 
｢事業者結合申告基準に関する国務院の規定(改正案意見募集稿)｣ 
対応する現行法令：｢事業者結合申告基準に関する国務院の規定｣6 

6 
｢行政権力の濫用による競争の排除及び制限行為の制止に係る規定(意見募集稿)｣ 
対応する現行法令：｢行政権力の濫用による競争の排除及び制限行為の制止に係る暫定試行規定 7 

 
                                                      
1  中国語：反垄断法 
2  中国語：禁止垄断协议暂行规定。2019 年 9 月 1 日施行、2022 年 5 月 1 日改正。 
3  中国語：禁止滥用市场支配地位行为暂行规定。2019 年 9 月 1 日施行、2022 年 5 月 1 日改正。 
4  中国語：关于禁止滥用知识产权排除、限制竞争行为的规定。2015 年 8 月 1 日施行、2020 年 10 月 23 日改正。 
5  中国語：经营者集中审查暂行规定。2020 年 12 月 1 日施行、2022 年 5 月 1 日改正。 
6  中国語：国务院关于经营者集中申报标准的规定。2008 年 8 月 3 日施行、2018 年 9 月 18 日改正。 
7  中国語：制止滥用行政权力排除、限制竞争行为暂行规定。2019 年 9 月 1 日施行。 
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 新独禁法の主な改正点並びにこれに関係する上記付属法令及び意見募集稿の内容は、以下のとおりである。 
 
(1) 公平競争審査制度の構築 
 新独禁法 5 条において、公平競争審査制度が正式に制定された。以前、市場監督管理総局は、2021 年 6 月 29 日に国

家発展改革委員会、財政部、商務部及び司法部と共同で｢公平競争審査制度実施細則｣を公布し、かつ、同日に施行し

た。同細則によれば、行政機関及び法律・法規が授権する公共事務管理職能を有する組織は、市場への参入及び市場か

らの退出、産業発展、投資誘致、入札募集・入札、政府調達、経営行為規範、資質基準等の市場主体の経済活動に関わ

る規則、規範性文書等を制定する際、公平競争審査を実施し、市場競争に対する影響を評価し、市場競争の排除・制限を

防止しなければならない。 
 
(2) データ、アルゴリズム等を利用した独占行為の禁止を明確化 
 新独禁法 9 条において、｢事業者は、データ及びアルゴリズム、技術、資本優位性並びにプラットフォーム規則等を利用

し、独占禁止法において禁止される独占行為に従事してはならない｣旨が明確化された。また、新独禁法 22 条 2 項におい

て、市場支配的地位を有する事業者に対する 9条の適用がより一層強調されている。かかる改正と既に公布されている｢プ

ラットフォーム経済分野における独占禁止に関するガイドライン｣は、方向性が一致しており、かつ、その適用範囲はプラット

フォーム経済分野以外の他の事業者にまで拡大された。 
 また、市場支配的地位を有するプラットフォーム事業者に対しては、｢市場支配的地位濫用行為禁止規定(意見募集稿)｣
(上表記載の No.2)20 条によれば、当局は、かかる事業者が正当な理由なくデータ及びアルゴリズム、技術並びにプラット

フォーム規則等を利用して自社製品を優先的に表示・ソートし、又はプラットフォーム内事業者の非公開データを利用して

自社商品を開発し、若しくは自社の意思決定に利用する自己優遇行為を実施することを更に禁止しようとしている。 
 
(3) 独占合意に対する規制の細分化 
① ｢垂直的独占合意｣における合理の原理の適用 
 新独禁法においては、垂直的独占合意の定義について調整がなされていないものの、18 条(現行独禁法 14 条)に 2 項

が新設され、競争を制限・排除する効果を有しないことを事業者が証明できる垂直的独占合意については、法律において

禁止されない旨が明確化された。現行独禁法においては、垂直的独占合意の定義に適合する独占合意が必然的に独占

禁止法違反行為に該当するか否か(すなわち、競争を制限・排除する効果を有しない垂直的独占合意が違法行為に該当

するか否か)については明確化されていない。新独禁法は、垂直的独占合意が違法であると推定されながら、上記規定に

より、事業者に弁明のチャンスが与えられた。 
 
② 垂直的独占合意に適用されるセーフハーバールールの明確化 
 新独禁法 18 条に 3 項が新設され、事業者が関連市場における自身の市場占有率が法執行機関の定める基準より低く、

かつ、法執行機関が定めるその他の条件に適合することを証明できる場合は、その垂直的独占合意は、禁止されない旨

が定められた。また、｢独占合意禁止規定(意見募集稿)｣(上表 No.1)15 条 1 項によれば、かかる市場占有率の具体的基準

は 15％(法執行機関に別段の規定がある場合には、その規定に従う。)と定められる可能性がある。 
 
③ 独占合意の組織者及び幇助者の法律責任の明確化 
 新独禁法においては、19 条が新設され、｢事業者は、他の事業者による独占合意の形成を主導し、又は他の事業者が独

占合意を形成するために実質的な幇助を提供してはならない｣旨が規定された。同条は、いわゆる｢ハブ・アンド・スポーク

型共同行為｣の禁止として一般的に解されているが、同条は文字どおりに、独占合意の形成を主導、幇助する行為の禁止

として単に解釈することもできるのではないかと思われる。かかる考え方は、実際に、｢独占合意禁止規定(意見募集稿)｣
(上表 No.1)17 条にも裏付けられている。同 17 条によれば、当局は、｢事業者は独占合意の当事者に該当しないが、独占

合意の形成又は実施過程において、合意の主体範囲、主な内容、履行条件等に対し決定的又は主導的な役割を有する｣

行為及び｢独占合意の形成又は実施のためにサポートするものであって、競争の排除・制限と因果関係があり、かつ、役割

が顕著である行為｣も新独禁法 19 条において禁止される行為として取扱おうとしている。 
 
④ 水平的独占合意の当事者主体の範囲の拡大 
 新独禁法自体においては、水平的独占合意に関する実質的な改正点はなく、垂直的独占合意のように合理の原理又は
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セーフハーバールールを明確にはしていない。この点に関し、競争関係を有する事業者が形成する独占合意、すなわち水

平的独占合意は、競争を排除・制限する効果を有するか否かにかかわらず、違法であると認定される可能性があると考え

られる。また、｢独占合意禁止規定(意見募集稿)｣(上表記載の No.1)では｢競争関係を有する事業者｣の定義が拡大され、

潜在的な競争者も水平的独占合意の主体となり得ることが明確化された。したがって、企業は、今後の動向に引き続き注

視する必要がある。 
 
(4) 事業者結合制度の更なる完全化 
① 申告基準の調整及び申告基準に達していない事業者結合に対する処理方法 
 申告基準に達していない事業者結合事件について、現行独禁法の付属法令では、独占禁止法執行機関は調査を実施し

なければならない旨が定められている 8 。他方、新独禁法 26 条の規定によれば、事業者結合が申告基準に達していない

が、かかる事業者結合が競争を排除・制限する効果を有し、又は有する可能性があることを証明できる証拠がある場合に

は、法執行機関は事業者に対し申告するよう要求することができ、事業者が要求どおりに申告をしない場合には、初めて

法執行機関は調査を行わなければならない。また、｢事業者結合審査規定(意見募集稿)｣(上表 No.4)7 条 3 項によれば、

法執行機関が事業者に申告を求める場合において、結合がまだ実施されていないときは、事業者は、申告を実施するまで

は、又は申告後に承認を取得するまでは、結合を実施してはならない；結合が既に実施されているときは、法執行機関は、

事業者に対し結合の実施を停止し、又はその他の必要な措置を講じるよう要求することができる。したがって、上記の規定

が効力を生じた場合、企業は、買収取引中に影響を受けないよう、事業者結合に係る申告の要否を評価する際に、慎重な

姿勢で臨んだほうがよい。 
 また、事業者結合申告基準について、｢事業者結合申告基準に関する国務院の規定(改正案意見募集稿)｣(上表 No.5)3
条において、結合に参加する事業者の前会計年度における全世界の売上高の合計、中国国内の売上高の合計及びその

うちの 2 つの事業者の中国国内における売上高の基準は、それぞれ現行の 100 億人民元、20 億人民元及び 4 億人民元

から 120 億人民元、40 億人民元及び 8 億人民元に引き上げられることが予定されている。また、4 条において、上記の申

告基準には達していないとしても、事業者結合事件において、1 つの参加者の前会計年度における中国国内の売上高が

1,000 億人民元を超え、かつ、事業者結合のその他の参加者の時価(又は評価額)が 8 億人民元以上であって、前会計年

度における中国国内の売上高がその全世界の売上高の 3 分の 1 以上を占める場合には、申告を実施する必要がある旨

が定められている。 
 
② ストップ・ザ・クロック制度の導入 
 現在、事業者結合に係る審査期間については、カウント開始後にストップすることができず、審査期限を超えるような複雑

な事件に直面した場合、申告者は、申告を撤回し、改めて申告を提出することが屡々見受けられる。新独禁法において｢ス

トップ・ザ・クロック制度｣が導入された後、法執行機関は、以下の 3 つの事由のいずれかに該当する場合には、事業者結

合に係る審査期間のカウントをストップすることができる(審査期間のカウントをストップする事由が解消された日から、審査

期間を引き続きカウントする。)。 
・ 事業者が規定どおりに書類、資料を提出しなかったことにより審査業務が実施できなくなったとき。 
・ 事業者結合審査に対し重大な影響を及ぼす新たな局面や事実が現れ、事実照合を経なければ審査業務が継

続できなくなるとき。 
・ 事業者結合に付加された制限的条件に対し更なる評価が必要であり、かつ、事業者が中止を請求したとき。 

 
③ 事業者結合の分類等級審査制度の健全化 
 事業者結合審査の品質及び効率を向上させるため、新独禁法 37 条において、法執行機関は、事業者結合の分類等級

審査制度を健全化し、国民経済・人民生活等の重要な領域にかかわる事業者結合審査の実施を強化することが定められ

た。ただし、現時点において、関連する細則は、まだ公布されていない。 
 
(5) 処分の加重 
 新独禁法においては、独占禁止法に違反する行為への過料額が大幅に引き上げられた。情状が特に重大であり、悪影

                                                      
8  ｢事業者結合申告基準に関する国務院の規定｣(脚注 6 を参照)4 条及び｢事業者結合審査暫定試行規定｣(脚注 5 を参照)6 条 2

項。 
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響があり、特に深刻な結果をもたらす違法行為について、法執行機関は一般事由における過料額の 2 倍以上 5 倍以下の

過料を科すことができる旨の規定が 63 条として追加された。 
 

処罰対象事由 現行独禁法 新独禁法 
独占合意の形成及び実

施 
違法所得の没収及び前年度売上高の

1%～10%の過料 
違法所得の没収及び前年度売上高の 1%～10％の過料 
売上がない場合、500 万人民元以下の過料 
(事業者の法定代表者、責任者個人が独占合意の形成に

対して責任を負う場合、100 万人民元以下の過料) 
独占合意の形成及び未

実施 
50 万人民元以下の過料 300 万人民元以下の過料 

(事業者の法定代表者、責任者が独占合意の形成に対し

て責任を負う場合、100 万人民元以下の過料) 
事業者による他の事業

者を組織化した独占合

意の形成又は実質的な

幇助の提供 

 違法所得の没収及び前年度売上高の 1%～10％の過料 
売上がない場合、500 万人民元以下の過料 
(事業者の法定代表者、責任者個人が独占協議の形成に

対して責任を負う場合、100 万人民元以下の過料) 
市場支配的地位濫用 違法所得の没収及び前年度売上高の 1%～10%の過料 
違法な事業者結合 50 万人民元以下の過料 ･ 競争を制限・排除する効果がある場合：前年度売上高

の 10%以下の過料 
･ 競争を制限・排除する効果がない場合：500万人民元以

下の過料 
審査・調査に非協力的 9  個人：2 万人民元以下の過料 

情状が重大である場合、2 万人民元

以上 10 万人民元以下の過料 
 単位：20 万人民元以下の過料 
情状が重大である場合、20 万人民

元以上 100 万人民元以下の過料 

 個人：50 万人民元以下の過料 
 単位：前年度売上高の 1%以下の過料 
売上がない場合又は計算できない場合、500 万人民元

以下の過料 

 
(6) 公益訴訟制度の新設 
 社会の公共利益を侵害する独占行為について、新独禁法により授権された市(区を設けている市)レベル以上の人民検察

院は、公益訴訟を提起することができる。 
 
 新独禁法では、独占合意の認定、事業者結合制度の完全化、罰則等の方面において比較的大きな見直しが行われ、か

つ、公平競争審査制度、事業者結合の分類等級審査制度及び公益訴訟制度が確立され、現行独禁法に対する大きな改

正であると言える。新独禁法が 2022 年 8 月 1 日に施行されることに鑑み、企業は、今後守勢に回るより、速やかに新独禁

法を踏まえた自社業務への評価を実施し、独占合意又は市場支配的地位の濫用にかかわる可能性がある行為をできる限

り改め、事業者結合の申告漏れと思われる事態を速やかに、かつ、自主的に報告する必要がある。とりわけ、国家市場監

督管理総局は、2022 年 7 月 10 日に、28 件の未申告で事業者結合を実施した事件を一斉に公表し 10、かつ、｢独占禁止

の正常な監督管理の徹底的な推進に伴い、企業の事業者結合申告の意識は高まり続け、過去の取引について積極的に

自己検査し、未申告を自発的に報告し、かつ、積極的に調査に協力してきた｣と一部企業の自己検査と協力を評価した。企

業に自己検査・自己是正を促す当局の姿勢を明らかにしたことである。 
 
 

                                                      
9  法執行機関が法により実施する審査及び調査に対し、関係する資料、情報の提供を拒否し、虚偽の資料、情報を提供し、証拠を

隠蔽・廃棄・移転させ、又は調査を拒否・妨害するその他の行為をいう(新独禁法 62 条)。 

10  https://www.samr.gov.cn/fldes/tzgg/xzcf/202207/t20220710_348523.html 

https://www.samr.gov.cn/fldes/tzgg/xzcf/202207/t20220710_348523.html
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2. データセキュリティ管理認証業務の展開に関する国家市場監督管理総局及び国家インターネット

情報弁公室の公告 11 
 国家市場監督管理総局、国家インターネット情報弁公室、2022 年 6 月 5 日公布、同日施行、部門政策文書 
 
 国家インターネット情報弁公室は、2019 年 5 月 28 日に公布した｢データセキュリティ管理弁法(意見募集稿)｣において、

初めてデータセキュリティ管理認証(以下｢本認証｣という。)について定めた。その後、2021 年 9 月 1 日に施行された｢中華

人民共和国データセキュリティ法｣18 条において、｢国は、データセキュリティに係る検査評価、認証等のサービスの発展を

促進し、データセキュリティに係る検査評価、認証等の専門機関が法によりサービス活動を展開することを支持する｣と定め

た。2022 年 6 月 5 日、国家市場監督管理総局及び国家インターネット情報弁公室は、｢中華人民共和国サイバーセキュリ

ティ法｣、｢中華人民共和国データセキュリティ法｣、｢中華人民共和国個人情報保護法｣及び｢中華人民共和国認証認可条

例｣の関係規定に基づき、｢データセキュリティ管理認証業務の展開に関する公告｣(以下｢本公告｣という。)を共同で公布し、

ネットワーク運営者が本認証を通じてデータ取扱活動を規範化し、ネットワークデータのセキュリティ保護を強化することを

奨励している。また、本公告において、具体的な認証業務に係る指導として、｢データセキュリティ管理認証実施規則｣(以下

｢本規則｣という。)も公布された。本規則においては、ネットワーク運営者によるネットワークデータの収集、保存、使用、加

工、伝送、提供、公開等の取扱活動の展開ついて、本認証の実施に係る基本原則及び要求が定められており、本認証活

動に従事する認証機関は、本規則に従い認証を実施しなければならない。 
 
 本規則の主な内容は、次のとおりである。 
(1) 本認証の根拠 
 GB/T 41479｢情報安全技術 ネットワークデータ取扱安全要求｣12及び関連する標準規範に基づき展開する 13。 
 
(2) 本認証のモデル及びフロー 
 本認証は、技術検証、現場審査及び認証取得後の監督で構成される。ネットワーク運営者は、本認証を取得しようとする

場合、次のプロセスを経る必要がある。 
① 認証機関への資料提出、認証の委託 
② 技術検証機関による技術検証及び技術検証報告の作成 
③ 認証機関による現場審査及び現場審査報告の作成 
④ 認証委託資料、技術検証報告、現場審査報告等に基づき、認証機関が認証するか否かを決定(認証要求を満

たしている場合、認証証書を発給。認証要求を満たしていない場合、認証委託者に対し期限付きで是正するよう

求めることができ、是正後になお要求を満たしていない場合には、認証委託者に対し、書面により認証の終了を

通知する。) 
 本認証を取得したネットワーク運営者は、本認証の有効期間内において、認証機関による定期的な継続審査及び総合評

価を受ける必要がある。評価において合格した場合、認証証書を引き続き保有することができる。不合格の場合、認証機

関は、相応する事由に応じて、認証証書の一時停止、ひいては認証証書の取消しをしなければならない。もっとも、本公告

において、定期的な継続審査及び総合評価の頻度は、具体的に定められていない。 
 
(3) 本認証に関するその他の規定 
 認証証書の有効期間は 3 年である。ネットワーク運営者は、認証証書の有効期間内において、広告等の宣伝に認証証書

及び認証マークを使用することができる。期限到来後も使用を継続する必要があり、かつ、認証要求を満たしているネット

ワーク運営者に対しては、認証機関は、認証証書を更新する。また、本規則においては、認証証書の変更、抹消、一時停

止及び取消に関する事項も定められている。 

                                                      
11  中国語：国家市场监督管理总局 国家互联网信息办公室关于开展数据安全管理认证工作的公告 
12  GB/T41479｢情報安全技術 ネットワークデータ取扱安全要求｣は、2022 年 4 月 15 日に公布され、2022 年 11 月 1 日に施行する

予定である。 
13  本規則において、GB/T 41479 及び関連標準は、原則として国家標準化行政主管部門が公布する最新版を実施すべき旨が定め

られている。 
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 ネットワーク運営者が本認証を受けるか否かは任意であり、法的義務はない 14。ネットワーク運営者が本認証を取得する

意義は自身のネットワークを通じたデータ取扱活動を規範化し、自身のネットワークを通じたデータ取扱活動等が関連国家

規格に適合していることを証明できることにあるが、本認証とサイバーセキュリティ等級保護制度に基づくサイバーセキュリ

ティ法上のセキュリティ保護義務(サイバーセキュリティ法 21 条)や｢データセキュリティ法｣上のデータセキュリティ保護義務

(データセキュリティ法 4 章)その他の制度との関連性は未だ不明である。 
 また、現時点において、本認証を受け付けられる認証機関は、まだ公布されておらず、今後、本認証に関連する実施細則

の制定も見込まれている。ネットワーク運営者は、引き続き認証機関及び実施細則の公布を注視する必要がある。 
 
 
3. 個人情報越境取扱活動安全認証規範 15 
 全国情報安全標準化技術委員会秘書処、2022 年 6 月 24 日公布、同日施行、業種規範性文書 
 
 ｢国家ネットワーク情報部門の規定に従い、専門機関が行う個人情報保護認証を経ること｣とは、｢個人情報保護法｣(以下

｢PIPL｣という。)38 条 1 項に定める個人情報取扱者が業務の必要性により個人情報を中国国外に提供することが確実に

必要である場合におけるアプローチの 1 つであるが、現時点においては、関連する細則はまだ制定されていない。全国情

報安全標準化技術委員会 16秘書処は、2022 年 4 月 29 日に｢サイバーセキュリティ標準実践ガイドライン―個人情報越境

取扱活動認証技術規範(意見募集稿)｣(以下｢本規範意見募集稿｣という。)を公示した後、2022 年 6 月 24 日に｢サイバーセ

キュリティ標準実践ガイドライン―個人情報越境取扱活動安全認証規範｣(以下｢本規範｣という。)17を正式に公布した。本規

範の主な内容は、次のとおりである。 
 
 本規範においては、個人情報保護認証の適用事由、認証主体及び基本原則が明確化され、かつ、個人情報越境取扱活

動を実施する際の基本要求及び個人情報主体の権益に対する保障が定められた。 
 
(1) 本規範の適用事由及び相応する申請主体 
 本規範 1 条によれば、認証機関による個人情報越境取扱活動における個人情報保護認証は、①多国籍企業又は同一

の経済、事業エンティティに属する子会社若しくは関連会社間の個人情報越境取扱活動、及び②PIPL3 条 2 項に基づく個

人情報取扱活動 18の 2 つの場面に適用される。 
 
① 多国籍企業又は同一の経済、事業エンティティに属する子会社若しくは関連会社間の個人情報越境取扱活動につい

ては、本規範において、国内側が個人情報保護認証を申請し、かつ、法律責任を負うことが明確化された。 
｢国内側が申請する｣という点について、2021 年 11 月 14 日に公示された｢ネットワークデータセキュリティ管理条例

(意見募集稿)19｣35 条 1 項(2)号において、中国国外にデータを提供する必要がある場合、｢データ取扱者及びデータ

受領者がいずれも国家ネットワーク情報部門の認定した専門機関が行う個人情報保護認証に合格すること｣と定めら

れていることを勘案すると、国外側が認証を申請する必要があるか否か、又は国内側に認証の申請を委託する必要

                                                      
14  本公告において、｢ネットワーク運営者は、認証の方法を通じてネットワークデータ取扱活動を規範化することを奨励する｣と明確化

されている。 
15  中国語：个人信息跨境处理活动安全认证规范 
16  全国情報安全標準化技術委員会は、国家標準化管理委員会が設立の承認・指導をし、かつ、業務上は、中央サイバーセキュリ

ティ及び情報化委員会弁公室の指導を受け、情報安全標準化の技術業務に従事している組織である。 
17  本規範は、直接的な強制力はないものの、認証機関は本規範により個人情報保護認証を実施するため、本規範は、個人情報の

越境伝送を実施しようとしている企業にとって重要な参考価値がある。 
18  中国国外において中国国内の自然人の個人情報を取り扱う活動であって、次のいずれかに該当する場合である。(i)国内の自然

人に対する製品又はサービスの提供を目的とするとき。(ii)国内の自然人の行為を分析し、又は評価するとき。(iii)法律、行政法規

の定めるその他の事由。 
19  中国語：网络数据安全管理条例（征求意见稿）。2021 年 11 月 14 日公示、2021 年 12 月 13 日意見募集終了。 
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があるか否かについては、現時点では不明である。 
 
② PIPL3条 2 項に基づく個人情報取扱活動については、本規範において、国外の個人情報取扱者は、自身が国内に設

立した専門機関又は指定した代表に認証の申請をさせ、法律責任を負わせることができることが明確化された。

PIPL38 条 1 項に定める個人情報越境に係るその他のアプローチ、すなわち｢国家インターネット情報部門が組織す

る安全評価を経ること｣20及び｢国家インターネット情報部門が制定する標準契約に従い国外受領者と契約を締結する

こと｣21と比較すると、本規範に基づく個人情報保護認証の適用事由は、比較的に狭くて明確な範囲に限られており、

かつ、その内容もその他のアプローチとは明らかに異なる。個人情報保護認証のアプローチも、その他のアプローチ

も適用できる個人情報取扱者にとっては、PIPL38 条の点から見ると、アプローチを選択できると解される。 
 
(2) 個人情報保護認証の基本原則 
 本規範において制定された個人情報保護認証の基本原則には、次のものが含まれる。 

① 適法、正当、必要及び誠実信用原則 
② 公開、透明原則 
③ 情報品質原則 
④ 同等保護原則 
⑤ 責任明確原則 
⑥ 任意認証原則 

 前 5 号は、基本的に PIPL 中の関連規定と対応しているが、⑥の任意認証原則については、個人情報越境取扱活動の

認証が任意的であることを改めて説明している。 
 
(3) 個人情報保護認証の基本要求 
 本規範においては、個人情報越境取扱活動の個人情報取扱者及び国外受領者間において法的拘束力及び執行力のあ

る文書を締結すること、さらに個人情報取扱者及び国外受領者はそれぞれ個人情報保護責任者及び個人情報保護機関を

設け、統一的な個人情報越境取扱規則等を制定し、遵守することが求められている。また、個人情報越境取扱活動を実施

する個人情報取扱者は、個人情報安全影響評価を事前に実施することも求められている。 
 
(4) 個人情報主体の権益の保障 
 個人情報主体の権益の保障について、本規範では個人情報取扱者及び国外受領者の 9 つの責任義務が詳細に定めら

れており、PIPL に定められた関連する責任義務のほか、さらに個人主体の請求に基づく法律文書中の個人情報主体の権

益にかかわる部分の写しの提供、認証機関による監督を受ける旨の承諾、中国の個人情報保護に関する法律、行政法規

を遵守する旨の承諾、中国の司法管轄権を認めなければならないこと等の義務が含まれる。個人情報取扱者ひいては国

外受領者に中国の司法管轄権を認めさせることにより、中国国内の個人情報主体は中国国内において権利の保護を受ら

れることが期待できるであろう。 
 
 本規範においては、認証機関の確定や認証有効期間などの業界が大いに関心を寄せる事項について定められていない

ものの、PIPL38 条 1 項に基づく個人情報の越境に際し個人情報保護認証というアプローチを利用する場合に満たすべき

要求が明確化された。 
 
 

                                                      
20  国家インターネット情報弁公室は、2022 年 7 月 7 日に｢データ越境安全評価弁法｣(中国語：数据出境安全评估办法)を公布した。

次回号のニューズレターにおいて詳しく紹介する予定である。 
21  詳細は、4.を参照。 
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4. 個人情報越境標準契約規定(意見募集稿)22 
 国家インターネット情報弁公室、2022 年 6 月 30 日公示、2022 年 7 月 29 日まで意見募集 
 
 ｢個人情報保護法｣(以下｢PIPL｣という。)38 条では、個人情報取扱者が業務等の必要性により個人情報を中国国外に提

供することが確実に必要である場合に採用できるアプローチが定められ、そのうちの 1 つは個人情報取扱者が国家ネット

ワーク情報部門の制定する標準契約に従い国外受領者と契約を締結し、双方の権利義務を定めることである。2022 年 6
月 30 日、国家インターネット情報弁公室は、｢個人情報越境標準契約規定(意見募集稿)｣(以下｢本規定｣という。)を公示し、

かつ、別紙として個人情報越境標準契約(以下｢標準契約｣という。)のフォームを公示した。本規定及び標準契約の主な内

容は、以下のとおりである。 
 
(1) 標準契約の適用範囲は、次の 4 つの条件を全て満たす個人情報取扱者である。 

① 非重要情報インフラ運営者であること。 
② 取り扱う個人情報が 100 万人を下回ること。 
③ 前年 1 月 1 日以降に国外提供した個人情報の累計が 10 万人を下回ること。 
④ 前年 1 月 1 日以降に国外提供したセンシティブ個人情報の累計が 1 万人を下回ること。 

 2022 年 7 月 7 日に公布された｢データ越境安全評価弁法｣23(以下｢評価弁法｣という。)4 条 24と比べるとわかるが、個人

情報に関し、評価弁法に定められたデータ越境安全評価の適用範囲と本規定における標準契約の適用範囲は、互いに補

い合う関係であり、個人情報取扱者が上記条件のうち 1 つでも満たさない場合には、データ越境安全評価の適用対象とな

る。 
 
(2) 本規定に従い、個人情報取扱者は、個人情報を国外に提供する前に、個人情報保護影響評価を事前に実施し、次

に掲げる内容を重点的に評価しなければならない。 
① 個人情報取扱者及び国外受領者の個人情報の取扱いに係る目的、範囲、方法等の適法性、正当性及び必要

性 
② 越境対象個人情報の数量、範囲、類型、センシティブレベル、個人情報の越境が個人情報の権益にもたらしうる

リスク 
③ 国外受領者が負担することを承諾した責任義務、及び責任義務を履行するための管理及び技術措置、能力等

が越境対象個人情報の安全性を保障することができるか否か。 
④ 越境後の個人情報に係る漏えい、毀損、改ざん、濫用等のリスク、個人が個人情報の権益を維持・保護するた

めのルートが円滑であるか否かなど 
⑤ 国外受領者の所在する国又は地域の個人情報保護政策・法令が標準契約の履行に及ぼす影響 
⑥ データ越境の安全性に影響を及ぼす可能性があるその他の事項 

 当該規定は、PIPL55条、56条に定める個人情報保護影響評価の内容を具体化及び細分化したものであり、特に⑤の規

定について、世界の主要国・地域が個人情報の保護を重要視し始め、積極的に法整備を進めている現状に鑑み、実務に

おいては、標準契約と現地政策・法令との抵触の有無を確定するために受領者の所在国・地域の関連法令を評価する必

要性が生じうる点に留意すべきである。 
 

                                                      
22  中国語：个人信息出境标准合同规定（征求意见稿） 
23  中国語：数据出境安全评估办法。2022 年 7 月 7 日公布、2022 年 9 月 1 日施行。評価弁法の内容について、次回号のニューズ

レターにおいて詳しく紹介する予定である。 
24  データ取扱者は、国外にデータを提供する場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、所在地の省レベルのネットワー

ク情報部門を通じて国家ネットワーク情報部門に対しデータ越境に係る安全評価を申告しなければならない。 
(1) データ取扱者が国外に重要データを提供するとき。 
(2) 重要情報インフラ運営者及び 100 万人以上の個人情報を取り扱うデータ取扱者が国外に個人情報を提供するとき。 
(3) 前年 1 月 1 日以降、累計で 10 万人の個人情報又は 1 万人のセンシティブ個人情報を国外に提供したデータ取扱者が国外

に個人データを提供するとき。 
(4) 国家ネットワーク情報部門の定めるデータ越境に係る安全評価を申告すべきその他の事由 
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(3) 標準契約の主な内容は、次のとおりである。 
① 個人情報取扱者及び国外受領者の基本情報 
② 個人情報の越境に係る目的、範囲、類型、センシティブレベル、数量、方法、保存期間、保存場所等 
③ 個人情報取扱者及び国外受領者の個人情報保護の責任及び義務、並びに個人情報の越境によりもたらしうる

セキュリティリスクを防止するために講じられる技術及び管理措置等 
④ 国外受領者の所在する国又は地域の個人情報保護政策・法令が本契約条項への遵守に及ぼす影響 
⑤ 個人情報の権利、並びに個人情報主体の権利を保障するためのルート及び方法 
⑥ 救済、契約解除、違約責任、紛争解決等 

 特に注目すべき点としては、標準契約 9 条によれば、標準契約の準拠法は中国法とされ、個人情報主体が個人情報取

扱者又は国外受領者を訴える場合には中国の民事訴訟法に従い管轄を確定する必要があり、紛争解決方法は管轄権を

有する中国の裁判所又は｢外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約｣(｢ニューヨーク条約｣ともいう。)の加盟国における

仲裁機関(すなわち、中国国内の仲裁機関に限られない。)であることが挙げられる。 
 なお、個人情報取扱者と国外受領者が必要に応じて標準契約の内容の追加や削除を行えるかの問題については、本規

定には明確な規定が設けられていない。しかし、本規定 2 条の｢個人情報取扱者と国外受領者とが個人情報の越境活動に

関連して締結するその他の契約は標準契約と抵触してはならない｣旨の規定及び標準契約別紙 2｢両当事者が定めたその

他の条項(あれば)｣に鑑みれば、標準契約の内容については、個人情報取扱者と国外受領者が実際の必要に応じて調整

する余地があるように思われる。 
 
(4) 本規定 7 条によれば、個人情報取扱者は、標準契約の発効日から 10 営業日以内に所在地の省レベルのネットワー

ク情報部門に届出を行い、かつ、締結済みの標準契約及び個人情報保護影響評価報告を提出しなければならない。 
 
(5) 本規定 8 条によれば、改めて標準契約の締結及び届出を行うべき事由は、次のとおりである。 

① 個人情報の国外提供に係る目的、範囲、類型、センシティブレベル、数量、方法、保存期間、保存場所、国外受

領者による個人情報の取扱いに係る用途、方法に変化が生じ、又は個人情報の国外保存期間を延長するとき。 
② 国外受領者の所在する国又は地域の個人情報保護政策・法令に変化等が生じ、個人情報の権益に影響を及

ぼす可能性があるとき。 
③ 個人情報の権益に影響を及ぼす可能性があるその他の事由 

 ｢国外受領者の所在する国又は地域の個人情報保護政策・法令｣の｢変化等｣及び｢個人情報の権益に影響を及ぼす可能

性｣に関する判断基準、契約締結及び届出の期限、改めて届出を行う前に個人情報を国外受領者に提供し続けてもよいか

などについては、更なる明確化が待たれる。 
 
 本規定及び標準契約は、PIPL における個人情報越境アプローチの 1 つとして、PIPL の関連規定を具体化し、個人情報

取扱者による個人情報の越境業務展開の明確なガイドラインとなることが期待される。 
 
 

 
 

当事務所では、クライアントの皆様のビジネスニーズに即応すべく、弁護士等が各分野で時宜にかなったトピックを解説したニューズレターを執筆し、

随時発行しております。N&A ニューズレター購読をご希望の方は N&A ニューズレター 配信申込・変更フォームよりお手続きをお願いいたします。 
また、バックナンバーはこちらに掲載しておりますので、あわせてご覧ください。 
 
本ニューズレターはリーガルアドバイスを目的とするものではなく、個別の案件については当該案件の個別の状況に応じ、日本法または現地法弁護

士の適切なアドバイスを求めていただく必要があります。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的見解であり、当事務所または当事務所の

クライアントの見解ではありません。 
 
西村あさひ法律事務所 広報室 E-mail  
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